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大学が実施する 「卒業生サ ー ビス 」 の現況 と今後の 展望
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は じめに

　近年の少子高齢化や経済不 況に伴い 、大学

を取 り巻く環境は厳 しくな っ て い る 。 こうし

た状況のな力丶 各大学は卒業生 との関係を強

化 し始めた 。 寄付や募金、教育 ・就職支援、

管理運営へ の参画な ど、 大学は卒業生 に多く

の協力 を期待して い る 。 大学 に と っ て 卒業生

集団は最も心 強い 後援基盤 で あり、また 、教

育や研究、社会貢献等の諸活動を展開する上

で 潜在的経営資源 として の可能性 を持 つ 。

　 しか し 、 大学が卒業生か らの 後援を求める

ならば、大学 も卒業生に対する支援や便宜提

供へ の配慮が必要で あろう 。 これ まで大学 は、

卒業生との関係維持や卒業生の支援に果た し

て どれ ほ ど努め て きただろ うか 。

本報告の 目的

　 こ うした課題意識の も と、大学にお ける卒

業生サ ービス を大学 と卒業者 との 持続可能な

相互 支援に資する新たなミ ッ シ ョ ン と位置づ

け、これ を展開する こ と の 意義 と可能性に つ

い て 、科学研究費助成事業と して 、 実証的な

調査 ・研究を進めて い る 。

　本研究で は、これまで 国立大学を 中心と し

た卒業生サービ ス の 実施状況調査、中期目標

中期計画に掲載された卒業生事業の 分析 、 先

導的大学へ の訪問調査、これ ら成果を踏まえ

た卒業生サービス事業のモ デル化 、 な どを進

めて きた。しか し、研究の進展に伴い、私立、

公立大学も含めた全大学における 卒業生サー

ビス の 総体的な状況把握 と検証が必要で ある

との判断に至 っ た 。そ こで 、 2013年 3月 、 全

国の 国公私立 、 及び株式会社立の全 771大学

を対象と して 、大学 にお ける卒業生サービス

の実施状況調査を行 っ た 。

　本発表は 、 この調査結果をも とに、従来そ

の総体的状況が明 らかで はなか っ た全国の大

学に おける卒業生サービス事業の 現況 と課題、

及び今後の展望に つ い て 報告する 。

璽 全国大学調査の 実施

　調査は全国 771大学 （大学院大学 を含む）

を対象 と し、卒業生サービス の内容、実施 目

的 、 課題等 に関する選択肢回答を中心 とした

質問票を郵送 した 。これ に 245大学か ら回答

が あっ た。（回答率 31．8％。回答の内訳は国

立 42大学 ： 回答率 48．8％ 、公立 32大学 ：回

答率 38．6％、私立 170大学 ：回答率 ：28．5％、

株式会社立 1 大学 ：回答率 20％ ）。

　卒業生サービス に つ い て 、本調査で は 「卒

業生 （前身校や大学院修了者等も含む ）を対

象として大学単位で組織的に実施す る様 々 な

便益提供」 と提示 した。ただ し、該当する具

体 的事業の 判断は各大学に
一
任した。

2 卒業生サ
ー ビス の 実施状況

　 卒業生サービスの 内容項 目（図 1）として、

国公私立 いずれの大学群 も 「就職 ・転職支援

（キャ リア支援）」の 回答率が高か っ た 。 また、
「卒業生 の ための web サイ トの 開設」 や 「ホ

ームカ ミ ン グデーの 開催」 も国 ・私立 大学で

回答率 50％を超えた 。

　国立大学に つ い ては 「メールマ ガジンの配

信」、「卒業生名簿の刊行」、「交流機会の提供」

の 回答比率が他の セ クタに 比べ て 高い 。私立

大学で は 「同窓会の組織化」、「大学パ ンフ レ

ッ トや広報誌の 発送」、
「全学同窓会会報の発

行」 な どが他のセ ク タを上 回る 。 これ ら回答

か ら国・私立大学で は、「卒業生 との 関係維持」

や 「卒業生集団の 組織化」 に つ ながる卒業生

サービス事業を進めて いる ことが見えて き た。

　回答全体 を概観すれ ば、設置時期の 古 い大

学ほ ど、 卒業生サービス として 実施する事業

項目の数が多か っ た 。

3 卒業生 の ニ ーズ へ の対応

　卒業生サービス へ の ニ ーズに つ い て 「強 く

感 じる」 または 「ある程度感 じる」 と回答す

る比率 は、国立大学 7L4 ％、私立大学 72．4％
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で あ っ た 。 公立大学 は 46．9％ と

回答の半数を下回る。

　 ニ
ーズへ の 対応に つ い て 、私立

大学で は 「あ る程度応 えて い る 」

の 回答比率が 56％、「あま り応え

て いない」 の 比率は 26％で あ っ

た。ニ
ーズへ の対応実感は、他の

セ クタに 比べ 私立大学で高い 。

4 卒業生サ
ー ビス の 実施 目的

　 国私立大学いずれ も 「大学 と卒

業生 との 関係維持」、 及び 「母校

へ の関心 の 向上」 に約 80％の 比

率で 回答 して い る （図 2）。卒業

生 サ ービス を契機 として 母校 へ

の関心 を高め、それに よっ て卒業

生 の大学後援 を誘導す る と い う

構図を推測 させ る 。 公立大学で は

こ れ らの 回答比率が低くな る。

　各項 目個々 へ の 回答比率は、国

立大学が総 じて 高く、回答選択し

た項 目の 平均数 も国立大 学 8．1
項目、私立大学 6．5項 目、 公立 大

学 3．3項目で ある。

　卒業生の 「生活の質の 向上」を

回答する比 率は 全体と して 低調

だが、公立大学の回答比 率は他の

セ クタを上回る 。
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的目施実のスピサ生業卒2図

が多く挙がっ た 。 国立大学で は「全学同窓会」

の 組織化 を進め、卒業生事業 の 推進 を図 っ て

い る。私立 大学で は 「卒業生 サービ ス は同窓

会の管轄事業」 と説明 した回 答が目立 っ た。

ま とめ と して

　本調査か ら、卒業生 を重要なス テークホル

ダーとして捉え、また大学 へ の積極的な支援

者と考え る大学が少な くない こ とを確認 した 。

　そ もそ も大学 へ の 満足度は 在学時にお ける

緒経験の 充実に起因する 。 こ れを前提 としつ

つ 、 さらに卒業後も母校か ら有形無形の便益

や 、母校 と関わ る機会を提供する 。 こうした

努力に よ り ， 大学に対する卒業生 の 関心 を維

持 し 、 愛校心の 醸成 も期待す る。 卒業生の 満

足度が強いほど母校へ の後援意欲も高まる 。

これ ら取 り組みは、すで に多 くの 大学で展開

されてお り、今後 さ らな る広が りを見せ よ う。

　卒業生サービス は各大学固有の特性や事情

を背景に して 、独 自の 考えと方法が あるべ き

で ある 。 今後の 大学運営 において 、そ れぞれ

に と っ て の 「卒業生サ ービス 」 の 意味とあ り

方を検討 して い くこ とが重要 となろ う。
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5 卒業生サー ビス 実施上 の 課題

　 実施上の課題 として 「卒業生情報の把握」

や 「個人情報」 の取扱いは 、どの大学も対応

に苦慮して い る。また、国立大学で は 「実施

経費」、
「同窓会組織との 対応」、「名簿作成」

の回答が多か っ た。私立大学では、伝統校ほ

ど回答項 目数が多い 。 なかで も 「卒業生の所

在把握」、「個人情報」、「大学職員の負担増」、

「実施経費」 の 回答比率が高い 。 事業の 進展

や拡大に比例 して 、懸案事項も増加する と考

え られる 。 公立大学で は回答項 目数、各項 目

へ の回答比率、どち らも他の セ クタ よ り低い。

6 同窓会との 連携

　 同窓会など 「卒業生 組織 と連携する事業が

ある 」 と回答したの は国立大学、私立大学い

ずれも約 70％である。公立大学で 「ある」を

回答した比率は 37．5％だっ た。

　具体的な事業 として 、ホー
ムカ ミングデー

の 共催、周年事業、懇談会や交流会の 共催、

名簿 の発行 、 サテ ライ トオフ ィ ス の 設置な ど
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